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規 則

告 示

��������������

�愛媛県告示第１２０９号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）

第２９条第１項の規定に基づき、次のとおり特別保護地区を指定する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県規則第４１号
審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年１０月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則（昭和２８年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（この規則の目的）

第１条 この規則は、特別職の職員の給与及びその他の給付に関す

る条例（昭和２８年愛媛県条例第７号）第８条の規定に基づき、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定によ

り設けられた審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者（以

下「附属機関の委員等」という。）の報酬に関する事項を定める

ことを目的とする。

（この規則の目的）

第１条 この規則は、特別職の職員の給与及びその他の給付に関す

る条例（昭和２８年愛媛県条例第７号）第９条の規定に基き 、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定によ

り設けられた審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者（以

下「附属機関の委員等」という。）の報酬に関する事項を定める

ことを目的とする。

附 則

この規則は、平成２２年１１月１日から施行する。

�愛媛県告示第１２１０号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成２２年１０月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称 区 域 存続期間 保護に関する指針

鹿野川

ダム周

辺鳥獣

保護区

特別保

護地区

大洲市肱川町山鳥坂の

鹿野川ダム貯水池の常時

満水位の貯水線に囲まれ

た区域のうち、同市肱川

町大谷の大谷橋、西予市

野村町坂石の船戸橋、黒

瀬橋及び宇和川橋より下

流の区域

平成２２年

１１月１日

から平成

３２年１０月

３１日まで

鹿野川ダム周辺

鳥獣保護区のう

ち、鹿野川ダム貯

水池の特に良好な

野生鳥獣の生息地

となっている区域

について、特別保

護地区に指定し、

当該地域の野生鳥

獣の生息環境を保

全する。また、定

期的な巡視を実施

し、静穏な環境の

保持を図り、野生

鳥獣の生息環境に

著しい影響を及ぼ

すことのないよう

留意する。

鹿島鳥

獣保護

区特別

保護地

区

南宇和郡愛南町鹿島の

全域

同 上 当該区域は、林

相は亜熱帯の樹林

地としてこの地方

を代表する照葉樹

２０余種が繁茂して

おり、野生鳥獣の

良好な生息地とな

っていることか

ら、特別保護地区

に指定し、当該区

域の野生鳥獣の生

息環境を保全す

る。また、定期的

な巡視を実施し、

静穏な環境の保持

を図り、野生鳥獣

の生息環境に著し

い影響を及ぼすこ

とのないよう留意

する。
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�愛媛県告示第１２１１号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成２２年１０月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２１２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成２２年１０月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ザ・ビッグ松神子店 新居浜市松神子三丁
目８９番１ 外 大規模小売店舗の名称 （仮称）ザ・ビッグ

松神子店 ザ・ビッグ松神子店 平成２２年
９月３０日

平成２２年
１０月１５日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

マックスバリュ西日
本株式会社

マックスバリュ西日
本株式会社ほか２者

平成２２年
１０月１４日
ほか

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１２１３号
愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告示第６０７号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領（以下「新要領」という。）の規定は、平成２３年度以降の格付けについて適用し、平成２２年度

の格付けについては、なお従前の例による。

平成２３年度及び平成２４年度の格付けについての新要領第３条第１項第３号及び第４条第１項第３号の規定の適用については、新要領第３

条第１項第３号中「実施している」とあるのは「実施し、又は当該特別徴収の実施を誓約している」と、新要領第４条第１項第３号中「実

施を証するスタンプ」とあるのは「実施又は実施の誓約を証するスタンプ」とする。

平成２２年１０月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

音声・言語機能障害・肢体不自
由 脳神経外科 市立八幡浜総合病院 河 内 正 人 八幡浜市大平１番耕地６３８番地 平成

２２年１０月１日

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

庄野薬局小松店 西条市小松町妙口甲１５４０番地５ 株式会社オネスト 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２２年
１０月１日

愛 媛 県 報平成２２年１０月２９日 第２２１４号
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改 正 後 改 正 前

（業者の格付け）

第３条 格付けは、次に掲げる要件のすべてを満たす

者で建設工事入札参加資格審査申請書（様式第１号）を提出

したものについて行うものとする。

� 所得税又は法人税及び地方法人特別税（本県分に限る。以下

同じ。）並びに消費税について未納がないこと。

� 県税全税目について未納がないこと。

� 個人の県民税及び市町村民税（給与所得に係るものに限る。

以下「個人住民税」という。）の特別徴収の対象となる者に給

与の支払を行つている場合にあつては、当該特別徴収を実施し

ていること。

� 当該年に係る建設業法第２７条の２３第１項の経営事項審査を受

け、同法第２７条の２９第１項の総合評定値の通知を受けているこ

と。

２・３ 省略

（建設工事入札参加資格審査申請書等）

第４条 前条第１項の建設工事入札参加資格審査申請書は、次に掲

げる書類を添付し、随時、知事に提出することができる。ただ

し、別に定める期間内に提出するよう努めるものとする。

�・� 省略

� 県税全税目（ 地方消費税を除く。）及び地方

法人特別税について未納がない旨の証明書（個人住民税の特別

徴収の対象となる者に給与の支払を行つている場合にあつて

は、当該特別徴収の実施を証するスタンプの押されたものに限

る。）

�・� 省略

２・３ 省略

（業者の格付け）

第３条 格付けは、当該年に係る建設業法第２７条の２３第１項の経営

事項審査を受け、同法第２７条の２９第１項の総合評定値の通知を受

けた者で建設工事入札参加資格審査申請書（様式第１号）を提出

したものについて行うものとする。

２・３ 省略

（建設工事入札参加資格審査申請書等）

第４条 前条第１項の建設工事入札参加資格審査申請書は、次に掲

げる書類を添付し、随時、知事に提出することができる。ただ

し、別に定める期間内に提出するよう努めるものとする。

�・� 省略

� 県税全税目（個人県民税及び地方消費税を除く。）及び地方

法人特別税について未納がない旨の証明書

�・� 省略

２・３ 省略

様式第１号を次のように改める。

愛 媛 県 報平成２２年１０月２９日 第２２１４号

８３３



様式第１号（第３条関係） 建設工事入札参加資格審査申請書

愛 媛 県 報平成２２年１０月２９日 第２２１４号

８３４



愛 媛 県 報平成２２年１０月２９日 第２２１４号

８３５




